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山岡 尚子
保育幼稚園室

　

保
育
の
受
け
入
れ
枠
を
拡
充
す
る
た

め
に
は
、
保
育
施
設
の
整
備
と
同
時

に
、
担
い
手
と
な
る
保
育
士
の
人
員
確

保
も
進
め
て
い
か
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ

ん
。
市
で
は
、
保
育
士
の
人
員
を
よ
り

充
実
さ
せ
た
い
と
思
っ
て
い
ま
す
。

　

国
の
規
定
で
は
、
1
歳
児
6
人
に
保

育
士
1
人
の
人
員
配
置
を
最
低
限
す
る

よ
う
に
定
め
て
い
ま
す
が
、
市
は
4
人

に
1
人
の
配
置
を
推
奨
し
て
い
ま
す
。

こ
れ
は
、
い
ろ
ん
な
こ
と
に
興
味
を
示

し
、
自
分
か
ら
動
く
よ
う
に
な
る
多
感

な
1
歳
と
い
う
時
期
に
手
厚
い
保
育
を

す
る
た
め
で
す
。

　

加
え
て
、
人
員
の
充
実
は
、
保
育
士

の
皆
さ
ん
の
労
働
環
境
の
改
善
に
も
つ

な
が
り
ま
す
。

　

そ
こ
で
、
市
で
は
平
成
27
年
度
か
ら

毎
年
「
保
育
士
・
幼
稚
園
教
諭
就
職
フ

ェ
ア
」
を
開
催
し
て
い
ま
す
。
過
去
2

回
の
開
催
で
こ
れ
ま
で
公
私
立
合
わ
せ

て
11
人
が
採
用
さ
れ
ま
し
た
（
正
規
・

パ
ー
ト
）
。
今
年
も
夏
に
開
催
を
予
定

し
て
い
ま
す
の
で
、
保
育
士
資
格
を
お

持
ち
の
人
で
現
在
就
労
さ
れ
て
い
な
い

人
は
、
ぜ
ひ
ご
参
加
く
だ
さ
い
。

　

ま
た
、
保
育
士
資
格
を
有
し
て
い
な

く
て
も
、
子
ど
も
と
関
わ
る
仕
事
に
興

味
が
あ
る
人
は
、
ぜ
ひ
子
育
て
支
援
員

研
修
に
ご
参
加
く
だ
さ
い
。

　

こ
の
研
修
を
修
了
す
る
と
、
保
育
や

子
育
て
支
援
分
野
の
各
事
業
に
従
事
す

る
上
で
、
必
要
な
知
識
や
技
術
を
習
得

し
た
と
認
め
ら
れ
ま
す
。
そ
し
て
、
地

域
型
保
育
事
業
な
ど
で
働
く
こ
と
が
可

能
に
な
り
ま
す
。
（
子
育
て
支
援
員
研

修
の
参
加
申
込
に
つ
い
て
、
詳
細
は
5

月
10
日
号
の
広
報
な
ば
り
に
掲
載
予
定

で
す
）

　

核
家
族
が
一
般
的
に
な
っ
て
き
た

今
、
安
心
な
子
育
て
が
で
き
る
環
境
を

構
築
し
て
い
く
た
め
に
は
、
担
い
手
の

皆
さ
ん
の
存
在
が
不
可
欠
で
す
。
未
来

あ
る
名
張
の
子
ど
も
た
ち
の
た
め
に
、

皆
さ
ん
の
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

充実した保保育のためには
担い手の確保が重要

公立保育所で働く臨時職員の登録者募集
■ 臨時職員（保育士資格　有）
　 勤務時間　7.5時間　※応相談　
 　業務内容　保育業務全般
■ 臨時職員（保育士資格　無）
　 勤務時間　1～2時間　※応相談
 　業務内容　朝・夕の保育業務補助

平成29・30年度で新たに

7 つの保育施設が開園

▼小規模保育事業…対象年齢が 0～ 2歳で、定員が 6～ 19人までの少人数を対象に、きめ細やかな保育を行います。
▼事業所内保育事業…対象年齢は小規模保育と同様で、企業の従業員の子どもと、地域の子どもをいっしょに保育します。用語解説

　 登録方法　市役所1階保育幼稚園室へ履歴書をご提出ください。
　　 その後、各保育所の人員の状況に応じて面接を行います。

開園日　平成30年4月（予定）
住所　蔵持町原出
定員　120人（予定）　対象年齢　0～5歳
蔵持保育園を移転・新築。定員は現在と
比較すると50人の増となります。

 ● （仮称）蔵持こども園
（幼保連携型認定こども園）

開園日　平成30年4月（予定）
住所　木屋町　　定員　19人
対象年齢　0～2歳
地域密着型特別養護老人ホームに併設
した保育施設です。

 ● （仮称）第二かな保育園
（小規模保育事業）

開園日　平成29年5月（予定）
住所　元町　　定員　19人
対象年齢　0～2歳
イオン名張店3階に開園される0～2歳が
対象の保育施設です。

 ● なばりひやわんこども園
（小規模保育事業）

開園日　平成30年4月（予定）
住所　夏見　　定員　270人（予定）
対象年齢　0～5歳
よさみ幼稚園を増築。これまでの園児の他、
保育認定部分で30人の定員増となります。

 ● （仮称）よさみ幼稚園
（幼保連携型認定こども園）

開園日　平成29年7月（予定）
住所   東田原　 定員   19人（地域枠5人）
対象年齢　0～2歳
従業員枠と地域枠による定員が設けられ
ている事業所内保育事業。サービス付き
高齢者住宅などと併設しています。

 ●（仮称）スマイル保育園
（事業所内保育事業）

 ● ニチイキッズきおうだい
　  保育園
開園日　平成29年4月
住所　希央台1番町
定員　19人　　対象年齢　0～2歳　
道路を挟んだ目の前に鴻之台3号公園が
あり、保育中に散歩や遊びの場として訪
れます。

（小規模保育事業）

 ● つつじが丘保育園
開園日　平成29年4月
住所　つつじが丘北7番町
定員　30人　対象年齢　0～2歳
0歳児から2歳児までが対象の、つつじが
丘初めての保育所です。

（保育所）

保育施設数　　21カ所

定員合計　　　1,543人

待機児童数　　109人

平成28年度（10月時点）

保育施設数　　27カ所

定員合計　　　1,715人

待機児童数　　  0人

平成30年度当初（見込）

　市では、平成30年度当初での待機児童ゼロを目指しています。通
常の保育所だけでなく、認定こども園・小規模保育事業・事業所内保
育事業が開園されることになり、高まる保育ニーズに対応します。

平成 30年度当初「待機児童ゼロ」に向けて

担当室長

※蔵持こども園は移転・新築のため施設数としては、6増となります。
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合　　　　　　　計

263億4,100万円
1,830万円
9,800万円

9億4,690万円
20億5,530万円
97億9,740万円
65億8,350万円
15億2,760万円

21万円
210億2,721万円
37億2,609万円
64億7,901万円
575億7,331万円

△0.1％
△28.2％
71.9％
19.0％
△12.2％
0.4％
3.3％
7.5％

△84.2％
1.2％

△ 0.1％
△3.8％
△0.1％

特
　
　
別
　
　
会
　
　
計

企
業
会
計

前年度対比平成29年度予算額会　　計　　名

一 般 会 計
住宅新築資金等貸付事業会計
東山墓園造成事業会計
農業集落排水事業会計
公共下水道事業会計
国民健康保険会計
介 護 保 険 会 計
後期高齢者医療会計
国 津 財 産 区 会 計
特 別 会 計 小 計
水 道 事 業 会 計
病 院 事 業 会 計

平成29年度当初予算編成

「元気」 予算「活気」「いきいき」
  財政経営室　  63‐7403　

各会計予算規模

市の預金にあたる財政調整基金は、不測の支出や減収に備えるた
め、計画的に積み立てていくこととしており、平成 29年度末残高で
2億 7,774 万円となる見込みです。

■ 財政調整基金（市の預金）の残高

市の借金である市債の残高は、平成 29 年度末残高で
347 億 5,200 万円となる見込みであり、地方交付税によ
り措置される臨時財政対策債を除くと、公共事業の抑制
により減少傾向にあります。

■ 市債（市の借金）の残高

都市振興税は、市民の皆さんからいただいた貴重な財源です。
これを活用し、名張躍進の土台づくりのための当面の課題であ
る財政の健全化とともに、将来を見据え、名張市が暮らしのま
ちとして発展していくための取組を進めています。
また、持続可能な行財政運営基盤の確立のため、引き続き行

財政改革に取り組んでいきます。

■ 都市振興税による取組内容（歳入：8億5,600万円）

■ 行財政改革の取組内容（効果額：1億5,769万円）

○ 現在の行政サービス水準の維持・充実
 ・公共施設の維持、更新　　・市立病院の充実　　・下水道事業の推進
○「元気創造」「若者定住促進」「生涯現役」プロジェクトの取組
 　（各プロジェクトの主な事業内容は4ページ目をご覧ください。）
○ 財政調整基金の計画的な積立
※都市振興税は使い道を限定されない一般財源です。

○ 施設使用料や手数料の見直し　○ ふるさと納税の推進　
○ 施設命名権による収入　○ 市独自の行政職員の給与削減　など

名張躍進の土台づくりに向けて
平成29年度の都市振興税による取組と行財政改革

　平成 29年度は、行財政改革の取組を進める一方で、動き始めた「元気創造」「若者定住促進」「生涯現役」
の 3つの重点戦略を前進させるための予算を編成しています。

 ● 名張市の財政状況 ●

263億
4,100万円

分担金及び負担金
3億1,305万円

地方譲与税 
2億5,900万円
使用料及び手数料
2億2,100万円
その他 12億6,628万円

繰入金
3億9,316万円
地方消費税交付金
12億5,200万円

地方交付税
39億2,700万円

市税
100億
8,760万円

国庫支出金
38億2,645万円

市債
27億2,350万円

県支出金　
20億7,196万円

国庫支出金
38億2,645万円

市債
27億2,350万円

県支出金　
20億7,196万円

市税収入は、生産年齢人口の減少などの
影響はあるものの、都市振興税を含めて
100 億円台の見込みです。
地方交付税は、人口減少による影響など

を見込み、前年度との比較で 4,500 万円減
の 39億 2,700 万円を計上しています。

国庫支出金は、保育施設の整備に係る補
助金など、38 億 2,645 万円を計上してい
ます。
県支出金は、地域密着型介護老人福祉施

設の整備に係る補助金など、20 億 7,196
万円を計上しています。

　会計全体の 41.2% を占める民生費は、待機
児童解消のための認定こども園整備に係る補助
金を計上。その他、子育て支援や障害者自立支
援などの社会保障費が増加しました。
衛生費は、名張版ネウボラ事業をはじめ、伊

賀地域の救急輪番体制運営事業や病院会計への

繰出金を計上しています。
教育費は、小・中学校空調設備整備事業に係

る委託費や学校統廃合に係るスクールバス購入
費、青少年センターの音響設備改修事業などに
係る経費を計上しています。

歳
入

歳
出

▼国・県支出金…使い道が限定された国や県からの資金　▼地方交付税…使い道を限定されない国からの配分金　▼繰入金…基金（市の貯金）の取
り崩しなど　▼民生費…高齢者・児童・障害者福祉などに支出　▼衛生費…ごみ処理や保健事業などに支出　▼公債費…市債返済のために支出用語解説

前年度当初予算額比  ３，４００万円の減

一般会計
２６３億４，１００万円

263億
4,100万円

民生費
108億
5,581万円

公債費
30億6,453万円

総務費
29億4,022万円

公債費
30億6,453万円

総務費
29億4,022万円

消防費
11億803万円

  衛生費
36億7,331万円

教育費
17億9,331万円

農林水産業費
5億9,522万円

議会費 2億5,116万円

予備費 5,000万円
災害復旧費 1,155万円

商工費 1億8,836万円

土木費
18億949万円

土木費
18億949万円

※
企
業
会
計
の
予
算
額
は
、
収
益
的
お
よ
び
資
本
的
支
出
の
合
計
額
で
す
。

※
表
・
グ
ラ
フ
の
金
額
は
、
万
円
未
満
を
四
捨
五
入
し
て
い
る
た
め
、
合
計
が
一
致
し
な
い
こ
と
が
あ
り
ま
す
。


